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(57)【要約】
【課題】環境温度及び湿度が変化した場合にも液晶セルの両側に配置する位相差フィルム
のＲｅ／Ｒｔｈ変化を足して相殺することにより表示性能の変化を抑えることができる液
晶表示装置の提供。
【解決手段】液晶セルと、視認側偏光板と、バックライト側偏光板とを有し、視認側偏光
板の偏光子と液晶セルとの間及びバックライト側偏光板の偏光子と液晶セルとの間のいず
れか一方には式（１）を満たす第１の位相差フィルムを有し、他方には式(２)を満たす第
２の位相差フィルムを有する液晶表示装置である。式（１）：ΔＲｔｈ１≧０ｎｍ、式（
２）：ΔＲｔｈ２≦０ｎｍ（ΔＲｔｈ１は、第１の位相差フィルムにおけるＲｔｈ１（温
度８０℃、湿度５％ＲＨ）－Ｒｔｈ１（温度２５℃、湿度６０％ＲＨ）の値を表す。ΔＲ
ｔｈ２は、第２の位相差フィルムにおけるＲｔｈ２（温度８０℃、湿度５％ＲＨ）－Ｒｔ
ｈ２（温度２５℃、湿度６０％ＲＨ）の値を表す。）
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液晶セルと、該液晶セルの視認側に設けられた視認側偏光板と、該液晶セルのバックラ
イト側に設けられたバックライト側偏光板とを有し、
　前記視認側偏光板の偏光子と前記液晶セルとの間、及び前記バックライト側偏光板の偏
光子と前記液晶セルとの間のいずれか一方には、下記式（１）を満たす第１の位相差フィ
ルムを有し、他方には、下記式(２)を満たす第２の位相差フィルムを有し、各位相差フィ
ルムの遅層軸が直交していることを特徴とする液晶表示装置。
　　ΔＲｔｈ１≧０ｎｍ・・・式（１）
　　ΔＲｔｈ２≦０ｎｍ・・・式（２）
　ただし、前記式（１）及び（２）中、ΔＲｔｈ１は、第１の位相差フィルムにおけるＲ
ｔｈ１（温度８０℃、湿度５％ＲＨ）－Ｒｔｈ１（温度２５℃、湿度６０％ＲＨ）の値を
表す。ΔＲｔｈ２は、第２の位相差フィルムにおけるＲｔｈ２（温度８０℃、湿度５％Ｒ
Ｈ）－Ｒｔｈ２（温度２５℃、湿度６０％ＲＨ）の値を表す。
【請求項２】
　第１の位相差フィルムと第２の位相差フィルムとが、下記式（３）を満たす請求項１に
記載の液晶表示装置。
　　－１０ｎｍ≦ΔＲｔｈ１＋ΔＲｔｈ２≦１０ｎｍ・・・式（３）
　ただし、前記式（３）中、ΔＲｔｈ１、及びΔＲｔｈ２は上記と同じ意味を表す。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、温度変化及び湿度変化による表示特性の安定性に優れた液晶表示装置に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置には、偏光板と共に位相板（位相差フィルム）が用いられているが、環境
温度及び湿度が変化(例えば２５℃で６０％ＲＨから８０℃で５％ＲＨへ変化)した際には
、偏光板中の位相差フィルムのＲｅ又はＲｔｈが変化して表示性能が変化してしまうとい
う問題がある。
　前記問題点を解決するため、例えば特許文献１には、位相差板を少なくとも２枚積層し
た位相差板であって、遅相軸方向の寸法変化率（Ｘ１）＞進相軸方向の寸法変化率（Ｘ２
）の位相差板と、遅相軸方向の寸法変化率（Ｙ１）＜進相軸方向の寸法変化率（Ｙ２）の
位相差板とを遅相軸が同方向になるように積層した位相差板が提案されている。また、液
晶セルの片側に、遅相軸方向の寸法変化率（Ｘ１）＞進相軸方向の寸法変化率（Ｘ２）の
位相差板を、もう片側に、遅相軸方向の寸法変化率（Ｙ１）＜進相軸方向の寸法変化率（
Ｙ２）の位相差板を、遅相軸が同方向になるように配置した液晶表示装置が提案されてい
る。
【０００３】
　前記提案によれば、Ｘ１＞Ｘ２の位相差フィルムとＹ１＜Ｙ２の位相差フィルムを積層
したり、該２種類のフィルムを遅相軸が同一方向になるように配置することで（ｎｘ－ｎ
ｙ）の変化、即ちＲｅ変化を抑制することができる。しかし、この提案について、実際に
耐久性試験を行うとＲｅ変化だけでなくＲｔｈ変化も起こるため、表示性能が変化してし
まうという問題がある。
【０００４】
【特許文献１】特開２００６－３９２１１１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、従来における前記問題を解決し、以下の目的を達成することを課題とする。
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即ち、本発明は、環境温度及び湿度が変化した場合にも液晶セルの両側に配置する位相差
フィルムのＲｅ／Ｒｔｈ変化を足して相殺することにより表示性能の変化を抑えることが
できる液晶表示装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　前記課題を解決するため、本発明者らが、偏光板中の位相差フィルムのＲｅ／Ｒｔｈ変
化要因について鋭意検討した結果、Ｒｅ／Ｒｔｈ変化の要因は、（１）フィルムの化学結
合変化等に起因すると考えられるフィルム単体の非可逆的なＲｅ／Ｒｔｈ変化と、（２）
フィルムの収縮を抑制するための応力による可逆的なＲｅ／Ｒｔｈ変化(フィルム弾性率
×フィルム光弾性係数×フィルム収縮率×膜厚)の総和であることを知見した。そして、
前記（１）による表示性能変化を抑制することを目的として、更に鋭意検討した結果、リ
ア側の位相差フィルムと、フロント側の位相差フィルムのＲｅ／Ｒｔｈ変化が起きても、
両者を足して相殺されれば、表示性能が変化しないということを知見した。
【０００７】
　本発明は、本発明者らによる前記知見に基づくものであり、前記課題を解決するための
手段としては以下の通りである。即ち、
　＜１＞　液晶セルと、該液晶セルの視認側に設けられた視認側偏光板と、該液晶セルの
バックライト側に設けられたバックライト側偏光板とを有し、
　前記視認側偏光板の偏光子と前記液晶セルとの間、及び前記バックライト側偏光板の偏
光子と前記液晶セルとの間のいずれか一方には、下記式（１）を満たす第１の位相差フィ
ルムを有し、他方には、下記式(２)を満たす第２の位相差フィルムを有し、各位相差フィ
ルムの遅層軸が直交していることを特徴とする液晶表示装置である。
　　ΔＲｔｈ１≧０ｎｍ・・・式（１）
　　ΔＲｔｈ２≦０ｎｍ・・・式（２）
　ただし、前記式（１）及び（２）中、ΔＲｔｈ１は、第１の位相差フィルムにおけるＲ
ｔｈ１（温度８０℃、湿度５％ＲＨ）－Ｒｔｈ１（温度２５℃、湿度６０％ＲＨ）の値を
表す。ΔＲｔｈ２は、第２の位相差フィルムにおけるＲｔｈ２（温度８０℃、湿度５％Ｒ
Ｈ）－Ｒｔｈ２（温度２５℃、湿度６０％ＲＨ）の値を表す。
　＜２＞　第１の位相差フィルムと第２の位相差フィルムとが、下記式（３）を満たす前
記＜１＞に記載の液晶表示装置である。
　　－１０ｎｍ≦ΔＲｔｈ１＋ΔＲｔｈ２≦１０ｎｍ・・・式（３）
　ただし、前記式（３）中、ΔＲｔｈ１、及びΔＲｔｈ２は上記と同じ意味を表す。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によると、従来における問題を解決することができ、環境温度及び湿度が変化し
た場合にも液晶セルの両側に配置する位相差フィルムのＲｅ／Ｒｔｈ変化を足して相殺す
ることにより表示性能の変化を抑えることができる液晶表示装置を提供することができる
。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　以下、本発明の液晶表示装置について、詳細に説明する。
　本明細書において、「～」とはその前後に記載される数値を下限値及び上限値として含
む意味で使用される。
　本明細書において、「平行」あるいは「直交（垂直）」とは、厳密な角度±５°未満の
範囲内であることを意味する。厳密な角度との誤差は、４°未満であることが好ましく、
３°未満であることがより好ましい。
　また、角度について、「＋」は時計周り方向を意味し、「－」は反時計回り方向を意味
するものとする。
　また、「遅相軸方向」は、屈折率が最大となる方向を意味し、「進相軸方向」は、遅相
軸方向に垂直な方向を意味する。屈折率の測定波長は、特別な記述がない限り、可視光域
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（λ＝５５０ｎｍ）での値である。
【００１０】
　本実施形態の説明において、測定対象物（フィルム）の面内レターデーション値Ｒｅは
、以下に示される数式（Ａ）で定義されるものであり、ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ、又はＷ
Ｒ（王子計測機器株式会社製）において、波長λの光をフィルム法線方向に入射させて測
定される。測定波長λｎｍの選択にあたっては、波長選択フィルターをマニュアルで交換
するか、又は測定値をプログラム等で変換して測定することができる。
　　Ｒｅ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ・・・数式（Ａ）
　ただし、前記数式（Ａ）中、ｎｘ、及びｎｙは、それぞれ測定対象物の面内の遅相軸方
向、及び進相軸方向の屈折率を表す。また、ｄは、測定対象物の厚みを表す。
【００１１】
　測定されるフィルムが、１軸又は２軸の屈折率楕円体で表されるものである場合には、
以下の方法により、厚み方向のレターデーション値Ｒｔｈが算出される。
　Ｒｔｈは、前記Ｒｅを、面内の遅相軸（ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ、又はＷＲにより判断
される）を傾斜軸（回転軸）として（遅相軸がない場合には、フィルム面内の任意の方向
を回転軸とする）のフィルム法線方向に対して法線方向から片側５０°まで１０度ステッ
プで各々その傾斜した方向から波長λｎｍの光を入射させて全部で６点測定し、その測定
されたレターデーション値と平均屈折率の仮定値及び入力された膜厚値を基にＫＯＢＲＡ
　２１ＡＤＨ又はＷＲが算出する。
　上記において、法線方向から面内の遅相軸を回転軸として、ある傾斜角度にレターデー
ションの値がゼロとなる方向をもつフィルムの場合には、その傾斜角度より大きい傾斜角
度でのレターデーション値はその符号を負に変更した後、ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ、又は
ＷＲが算出する。
　なお、遅相軸を傾斜軸（回転軸）として（遅相軸がない場合には、フィルム面内の任意
の方向を回転軸とする）、任意の傾斜した２方向からレターデーション値を測定し、その
値と平均屈折率の仮定値、及び入力された膜厚値を基に、以下の式（Ｂ）、及び式（Ｃ）
よりＲｔｈを算出することもできる。
【００１２】

・・・式（Ｂ）
【００１３】
　なお、上記のＲｅ（θ）は法線方向から角度θ傾斜した方向におけるレターデーション
値をあらわす。
　また、前記式（Ｂ）におけるｎｘは、面内における遅相軸方向の屈折率を表し、ｎｙは
、面内においてｎｘに直交する方向の屈折率を表し、ｎｚは、ｎｘ及びｎｙに直交する方
向の屈折率を表す。
　　Ｒｔｈ＝（（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ）×ｄ・・・式（Ｃ）
【００１４】
　測定されるフィルムが、１軸や２軸の屈折率楕円体で表現できないもの、いわゆる光学
軸（ｏｐｔｉｃ　ａｘｉｓ）がないフィルムの場合には、以下の方法により、Ｒｔｈは算
出される。
　Ｒｔｈは、前記Ｒｅを、面内の遅相軸（ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ、又はＷＲにより判断
される）を傾斜軸（回転軸）として、フィルム法線方向に対して－５０°から＋５０°ま
で１０°ステップで各々その傾斜した方向から波長λｎｍの光を入射させて１１点測定し
、その測定されたレターデーション値と平均屈折率の仮定値及び入力された膜厚値を基に
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ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲが算出する。
　また、上記の測定において、平均屈折率の仮定値は、ポリマーハンドブック（ＪＯＨＮ
　ＷＩＬＥＹ＆ＳＯＮＳ，ＩＮＣ）、各種位相差フィルムのカタログの値を使用すること
ができる。平均屈折率の値が既知でないものについては、アッベ屈折計で測定することが
できる。主な位相差フィルムの平均屈折率の値を以下に例示する：セルロースアシレート
（１．４８）、シクロオレフィンポリマー（１．５２）、ポリカーボネート（１．５９）
、ポリメチルメタクリレート（１．４９）、ポリスチレン（１．５９）である。これら平
均屈折率の仮定値と膜厚を入力することで、ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲはｎｘ、ｎ
ｙ、ｎｚを算出する。
【００１５】
　本発明の液晶表示装置は、液晶セルと、該液晶セルの視認側に設けられた視認側偏光板
と、該液晶セルのバックライト側に設けられたバックライト側偏光板とを有し、更に必要
に応じてその他の部材を有してなる。
【００１６】
　ここで、第１の位相差フィルムの厚み方向のレターデーション値をＲｔｈ１で表す。
　同様に、第２の位相差フィルムの厚み方向のレターデーション値をＲｔｈ２で表す。
　また、温度８０℃、湿度５％ＲＨ環境下で７日間放置した際における第１の位相差フィ
ルムのＲｔｈ１を、Ｒｔｈ１（温度８０℃、湿度５％ＲＨ）と表し、温度２５℃、湿度６
０％ＲＨ環境下で７日間放置した際における第１の位相差フィルムのＲｔｈ１を、Ｒｔｈ
１（温度２５℃、湿度６０％ＲＨ）と表す。
　同様に、温度８０℃、湿度５％ＲＨ環境下で７日間放置した際における第２の位相差フ
ィルムのＲｔｈ２を、Ｒｔｈ２（温度８０℃、湿度５％ＲＨ）と表し、温度２５℃、湿度
６０％ＲＨ環境下で７日間放置した際における第２の位相差フィルムのＲｔｈ２を、Ｒｔ
ｈ２（温度２５℃、湿度６０％ＲＨ）と表す。
【００１７】
　本発明において、前記視認側偏光板の偏光子と前記液晶セルとの間、及び前記バックラ
イト側偏光板の偏光子と前記液晶セルとの間のいずれか一方には、下記式（１）を満たす
第１の位相差フィルムを有し、他方には、下記式(２)を満たす第２の位相差フィルムを有
し、各位相差フィルムの遅層軸が直交している。
　　ΔＲｔｈ１≧０ｎｍ・・・式（１）
　　ΔＲｔｈ２≦０ｎｍ・・・式（２）
　ただし、前記式（１）及び（２）中、ΔＲｔｈ１は、第１の位相差フィルムにおけるＲ
ｔｈ１（温度８０℃、湿度５％ＲＨ）－Ｒｔｈ１（温度２５℃、湿度６０％ＲＨ）の値を
表す。ΔＲｔｈ２は、第２の位相差フィルムにおけるＲｔｈ２（温度８０℃、湿度５％Ｒ
Ｈ）－Ｒｔｈ２（温度２５℃、湿度６０％ＲＨ）の値を表す。
【００１８】
　更に、前記第１の位相差フィルムと前記第２の位相差フィルムとが、下記式（３）を満
たすことが好ましい。
　　－１０ｎｍ≦ΔＲｔｈ１＋ΔＲｔｈ２≦１０ｎｍ・・・式（３）
　好ましくは、－５ｎｍ≦ΔＲｔｈ１＋ΔＲｔｈ２≦５ｎｍである。
　ただし、前記式（３）中、ΔＲｔｈ１、及びΔＲｔｈ２は上記と同じ意味を表す。
　前記ΔＲｔｈ１＋ΔＲｔｈ２が、±１０ｎｍを外れた場合には、斜めから見たときの光
漏れが大きくなることがある。
【００１９】
　したがって本発明の液晶表示装置においては、第１及び第２の位相差フィルムが上記式
（１）、（２）を満たすことにより、温度及び湿度が変化して、第１の位相差フィルムの
Ｒｔｈ１が変化し、第２の位相差フィルムのＲｔｈ２が変化しても、これらの変化量は、
互いに打ち消し合うように作用して、表示性能の変化を抑えることができる。
【００２０】
＜第１及び第２の位相差フィルム＞
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　前記第１及び第２の位相差フィルムとしては、上記式（１）又は式（２）を満たすよう
に、適宜、公知の材料を選択して製造されるが、熱可塑性樹脂からなるフィルムが好適で
ある。
　前記第１の位相差フィルム及び第２の位相差フィルムは、前記熱可塑性樹脂フィルムを
延伸することにより得られる。延伸は、流れ方向（遅相軸方向）に一軸延伸する方法、遅
相軸方向と遅相軸方向に垂直な方向（進相軸方向）に延伸する二軸延伸する方法が挙げら
れる。延伸倍率は、通常、１．０１～３倍程度である。
【００２１】
　前記熱可塑性樹脂フィルムにおける熱可塑性樹脂としては、特に制限はなく、目的に応
じて適宜選択することができ、例えば、ポリスチレン、ポリカーボネート；ポリプロピレ
ン等のポリオレフィン；ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート等のポ
リエステル；ポリビニルアルコール、ポリビニルブチラール、ポリメチルビニルエーテル
、ポリヒドロキシエチルアクリレート、ヒドロキシエチルセルロース、ヒドロキシプロピ
ルセルロース、メチルセルロース等のセルロースエステル；セルロースアシレート、ポリ
アリレート、ポリスルホン、ポリエーテルスルホン、ポリフェニレンスルファイド、ポリ
フェニレンオキサイド、ポリアリルスルホン、ポリビニルアルコール、ポリアミド、ポリ
イミド、ポリ塩化ビニル、環状ポリオレフィン系樹脂、又はこれらの二元系、三元系各種
共重合体、グラフト共重合体、ブレンド物などが挙げられる。
【００２２】
　これらの中でも、上記式（１）を満たす第１の位相差フィルムとしては、セルロースア
シレートフィルムが特に好ましい。
　また、上記式（２）を満たす第２の位相差フィルムとしては、環状ポリオレフィン系樹
脂フィルムが特に好ましい。
【００２３】
－セルロースアシレートフィルム－
　前記セルロースアシレートフィルムとしては、例えば特開２００８－３１２６号公報な
どに記載されているものを用いることができる。
　具体的には、セルロースアシレートの合成方法の基本的な原理は、右田他、木材化学１
８０～１９０頁（共立出版、１９６８年）に記載されている。代表的な合成方法は、カル
ボン酸無水物－酢酸－硫酸触媒による液相酢化法である。
　前記セルロースアシレートを得るには、具体的には、綿花リンタや木材パルプ等のセル
ロース原料を適当量の酢酸で前処理した後、予め冷却したカルボン酸化混液に投入してエ
ステル化し、完全セルロースアシレート（２位、３位及び６位のアシル置換度の合計が、
ほぼ３．００）を合成する。上記カルボン酸化混液は、一般に溶媒としての酢酸、エステ
ル化剤としての無水カルボン酸及び触媒としての硫酸を含む。無水カルボン酸は、これと
反応するセルロース及び系内に存在する水分の合計よりも、化学量論的に過剰量で使用す
ることが普通である。エステル化反応終了後に、系内に残存している過剰の無水カルボン
酸の加水分解及びエステル化触媒の一部の中和のために、中和剤（例えば、カルシウム、
マグネシウム、鉄、アルミニウム又は亜鉛の炭酸塩、酢酸塩又は酸化物）の水溶液を添加
する。次に、得られた完全セルロースアシレートを少量の酢化反応触媒（一般には、残存
する硫酸）の存在下で、５０～９０℃に保つことによりケン化熟成し、所望のアシル置換
度及び重合度を有するセルロースアシレートまで変化させる。所望のセルロースアシレー
トが得られた時点で、系内に残存している触媒を前記のような中和剤を用いて完全に中和
するか、あるいは中和することなく水又は希硫酸中にセルロースアシレート溶液を投入（
あるいは、セルロースアシレート溶液中に、水又は希硫酸を投入）してセルロースアシレ
ートを分離し、洗浄及び安定化処理を行う等して、前記の特定のセルロースアシレートを
得ることができる。
【００２４】
　前記セルロースアシレートフィルムは、フィルムを構成するポリマー成分が実質的に上
記の特定のセルロースアシレートからなることが好ましい。『実質的に』とは、ポリマー
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成分の５５質量％以上（好ましくは７０質量％以上、更に好ましくは８０質量％以上）を
意味する。
　前記セルロースアシレートは、粒子状で使用することが好ましい。使用する粒子の９０
質量％以上は、０．５～５ｍｍの粒子径を有することが好ましい。また、使用する粒子の
５０質量％以上が１～４ｍｍの粒子径を有することが好ましい。セルロースアシレート粒
子は、なるべく球形に近い形状を有することが好ましい。
【００２５】
　前記セルロースアシレートはセルロースの水酸基がアシル化されたもので、その置換基
はアシル基の炭素原子数が２のアセチル基から炭素原子数が２２のものまでいずれも用い
ることができる。前記置換度の測定方法としては、ＡＳＴＭのＤ－８１７－９１に準じた
方法や、ＮＭＲ法を挙げることができる。
【００２６】
　前記セルロースアシレートにおいて、セルロースの水酸基への置換度については特に限
定されないが、偏光板保護フィルム、光学フィルムの用途に用いる場合、アシル置換度が
高い方がフィルムの透湿性や吸湿性に優れるため好ましい。このため、セルロースの水酸
基へのアシル置換度が２．５０～３．００であることが好ましい。更には置換度が２．７
０～２．９６であることが好ましく、２．８０～２．９４であることがより好ましい。
【００２７】
　セルロースの水酸基に置換する酢酸及び／又は炭素原子数３～２２の脂肪酸のうち、炭
素数２～２２のアシル基としては、脂肪族基でもアリル基でもよく特に限定されず、単一
でも２種類以上の混合物でもよい。それらは、例えばセルロースのアルキルカルボニルエ
ステル、アルケニルカルボニルエステルあるいは芳香族カルボニルエステル、芳香族アル
キルカルボニルエステルなどであり、それぞれ更に置換された基を有していてもよい。こ
れらの好ましいアシル基としては、アセチル、プロピオニル、ブタノイル、へプタノイル
、ヘキサノイル、オクタノイル、デカノイル、ドデカノイル、トリデカノイル、テトラデ
カノイル、ヘキサデカノイル、オクタデカノイル、ｉｓｏ－ブタノイル、ｔ－ブタノイル
、シクロヘキサンカルボニル、オレオイル、ベンゾイル、ナフチルカルボニル、シンナモ
イル基などを挙げることができる。これらの中でも、アセチル、プロピオニル、ブタノイ
ル、ドデカノイル、オクタデカノイル、ｔ－ブタノイル、オレオイル、ベンゾイル、ナフ
チルカルボニル、シンナモイルなどが好ましく、アセチル、プロピオニル、ブタノイルが
より好ましい。
　これらの中でも、合成の容易さ、コスト、置換基分布の制御のしやすさなどの観点から
、アセチル基、アセチル基とプロピル基の混合エステルが好ましく、アセチル基が特に好
ましい。
【００２８】
　本発明で好ましく用いられるセルロースアシレートの重合度は、粘度平均重合度で１８
０～７００であり、セルロースアセテートにおいては、１８０～５５０がより好ましく、
１８０～４００が更に好ましく、１８０～３５０が特に好ましい。重合度が高すぎるとセ
ルロースアシレートのドープ溶液の粘度が高くなり、流延によりフィルム作製が困難にな
る。重合度が低すぎると作製したフィルムの強度が低下してしまう。平均重合度は、宇田
らの極限粘度法（宇田和夫、斉藤秀夫、繊維学会誌、第１８巻第１号、１０５～１２０頁
、１９６２年）により測定できる。特開平９－９５５３８に詳細に記載されている。
【００２９】
　また、本発明で好ましく用いられるセルロースアシレートの分子量分布はゲルパーミエ
ーションクロマトグラフィーによって評価され、その多分散性指数Ｍｗ／Ｍｎ（Ｍｗは質
量平均分子量、Ｍｎは数平均分子量）が小さく、分子量分布が狭いことが好ましい。具体
的なＭｗ／Ｍｎの値としては、１．０～４．０であることが好ましく、２．０～３．５で
あることがより好ましく、２．３～３．４であることが更に好ましい。
【００３０】
　低分子成分が除去されると、平均分子量（重合度）が高くなるが、粘度は通常のセルロ
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トは、通常の方法で合成したセルロースアシレートから低分子成分を除去することにより
得ることができる。低分子成分の除去は、セルロースアシレートを適当な有機溶媒で洗浄
することにより実施できる。なお、低分子成分の少ないセルロースアシレートを製造する
場合、酢化反応における硫酸触媒量を、セルロース１００質量部に対して０．５～２５質
量部に調整することが好ましい。硫酸触媒の量を上記範囲にすると、分子量分布の点でも
好ましい（分子量分布が狭い）セルロースアシレートを合成することができる。本発明の
セルロースアシレートの製造時に使用される際には、その含水率は２質量％以下であるこ
とが好ましく、更に好ましくは１質量％以下であり、特には０．７質量％以下の含水率を
有するセルロースアシレートである。一般に、セルロースアシレートは、水を含有してお
り２．５～５質量％が知られている。本発明でこのセルロースアシレートの含水率にする
ためには、乾燥することが必要であり、その方法は目的とする含水率になれば特に限定さ
れない。本発明のこれらのセルロースアシレートは、その原料綿や合成方法は発明協会公
開技報（公技番号２００１－１７４５、２００１年３月１５日発行、発明協会）にて７頁
～１２頁に詳細に記載されている。
【００３１】
　前記セルロースアシレートは置換基、置換度、重合度、分子量分布など、単一あるいは
異なる２種類以上のセルロースアシレートを混合して用いることができる。
【００３２】
　前記セルロースアシレートフィルムには、必要に応じて可塑剤、紫外線吸収剤、劣化防
止剤、レターデーション（光学異方性）発現剤、レターデーション（光学異方性）減少剤
、マット剤（微粒子）、剥離促進剤、赤外吸収剤などを添加することが好ましい。
【００３３】
－環状ポリオレフィン系樹脂フィルム－
　環状ポリオレフィン系樹脂とは、環状ポリオレフィン構造を有する重合体樹脂を表す。
　本発明に用いる環状ポリオレフィンの例には、（１）ノルボルネン系重合体、（２）単
環の環状オレフィンの重合体、（３）環状共役ジエンの重合体、（４）ビニル脂環式炭化
水素重合体、及び（１）～（４）の水素化物などがある。本発明において好ましく用いら
れる重合体樹脂は、下記一般式（ＩＩ）で表される繰り返し単位を少なくとも１種以上含
む付加（共）重合体環状ポリオレフィン及び必要に応じ、一般式（Ｉ）で表される繰り返
し単位の少なくとも１種以上を更に含んでなる付加（共）重合体環状ポリオレフィンであ
る。また、一般式（ＩＩＩ）で表される環状繰り返し単位を少なくとも１種含む開環（共
）重合体も好適に使用することができる。
【００３４】
【化１】

【００３５】
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【化２】

【００３６】
【化３】

【００３７】
　前記式中、ｍは０～４の整数を表す。Ｒ1～Ｒ6は水素原子又は炭素数１～１０の炭化水
素基、Ｘ1～Ｘ3、Ｙ1～Ｙ3は水素原子、炭素数１～１０の炭化水素基、ハロゲン原子、ハ
ロゲン原子で置換された炭素数１～１０の炭化水素基、－(ＣＨ2)nＣＯＯＲ11、－(ＣＨ2

)nＯＣＯＲ12、－(ＣＨ2)nＮＣＯ、－(ＣＨ2)nＮＯ2、－(ＣＨ2)nＣＮ、－(ＣＨ2)nＣＯ
ＮＲ13Ｒ14、－(ＣＨ2)nＮＲ13Ｒ14、－(ＣＨ2)nＯＺ、－(ＣＨ2)nＷ、又はＸ1とＹ1ある
いはＸ2とＹ2あるいはＸ3とＹ3から構成された(－ＣＯ)2Ｏ、(－ＣＯ)2ＮＲ15を示す。な
お、Ｒ11，Ｒ12，Ｒ13，Ｒ14，Ｒ15は水素原子、炭素数１～２０の炭化水素基、Ｚは炭化
水素基又はハロゲンで置換された炭化水素基、ＷはＳｉＲ16

pＤ3-p（Ｒ16は炭素数１～１
０の炭化水素基、Ｄはハロゲン原子、－ＯＣＯＲ16又は－ＯＲ16、ｐは０～３の整数を示
す）、ｎは０～１０の整数を示す。
【００３８】
　Ｘ1～Ｘ3、Ｙ1～Ｙ3の置換基に分極性の大きい官能基を導入することにより、位相差フ
ィルムの厚さ方向レターデーション（Ｒｔｈ）を大きくし、正面レターデーション（Ｒｅ
）の発現性を大きくすることが出来る。Ｒｅ発現性の大きなフィルムは、製膜過程で延伸
することによりＲｅ値を大きくすることができる。
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　ノルボルネン系付加（共）重合体は、特開平１０－７７３２号公報、特表２００２－５
０４１８４号公報、ＵＳ２００４２２９１５７Ａ１号明細書あるいは国際公開第２００４
／０７０４６３Ａ１号パンフレット等に開示されているものを用いることができる。ノル
ボルネン系多環状不飽和化合物同士を付加重合する事によって得られる。また、必要に応
じ、ノルボルネン系多環状不飽和化合物と、エチレン、プロピレン、ブテン、ブタジエン
、イソプレンのような共役ジエン；エチリデンノルボルネンのような非共役ジエン；アク
リロニトリル、アクリル酸、メタアクリル酸、無水マレイン酸、アクリル酸エステル、メ
タクリル酸エステル、マレイミド、酢酸ビニル、塩化ビニルなどの線状ジエン化合物とを
付加重合することもできる。このノルボルネン系付加（共）重合体としては、市販品を用
いることもできる。具体的には、三井化学株式会社よりアペルの商品名で発売されており
、ガラス転移温度（Ｔｇ）の異なる例えばＡＰＬ８００８Ｔ（Ｔｇ７０℃）、ＡＰＬ６０
１３Ｔ（Ｔｇ１２５℃）あるいはＡＰＬ６０１５Ｔ（Ｔｇ１４５℃）などのグレードがあ
る。ポリプラスチック株式会社よりＴＯＰＡＳ８００７、同６０１３、同６０１５などの
ペレットが発売されている。更に、プロメラス社よりＡｐｐｅａｒ３０００が発売されて
いる。
【００３９】
　ノルボルネン系重合体水素化物は、特開平１－２４０５１７号公報、特開平７－１９６
７３６号公報、特開昭６０－２６０２４号公報、特開昭６２－１９８０１号公報、特開２
００３－１１５９７６７号公報あるいは特開２００４－３０９９７９号等公報に開示され
ているように、多環状不飽和化合物を付加重合あるいはメタセシス開環重合したのち水素
添加することにより作られるものを用いることができる。本発明に用いるノルボルネン系
重合体において、Ｒ5～Ｒ6は水素原子又は－ＣＨ3が好ましく、Ｘ3、及びＹ3は水素原子
、Ｃｌ、－ＣＯＯＣＨ3が好ましく、その他の基は適宜選択される。このノルボルネン系
樹脂は、市販品を用いることもでき、具体的にはＪＳＲ株式会社からアートン（Ａｒｔｏ
ｎ）ＧあるいはアートンＦという商品名で発売されており、また日本ゼオン株式会社から
ゼオノア（Ｚｅｏｎｏｒ）ＺＦ１４、ＺＦ１６、ゼオネックス（Ｚｅｏｎｅｘ）２５０あ
るいはゼオネックス２８０という商品名で市販されており、これらを使用することができ
る。
【００４０】
　本発明において用いられる前記環状ポリオレフィン系樹脂は、ゲルパーミエーションク
ロマトグラフィー（ＧＰＣ）により測定した質量平均分子量（Ｍｗ）は、ポリスチレン分
子量換算で５,０００～１,０００,０００であることが好ましく、１０,０００～５００,
０００であることがより好ましく、５０,０００～３００,０００であることが更に好まし
い。また、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ；ＭｎはＧＰＣにより測定した数平均分子量）は１０
以下であることが好ましく、より好ましくは５．０以下、更に好ましくは３．０以下であ
る。ガラス転移温度（Ｔｇ；ＤＳＣにより測定）は５０～３５０℃であることが好ましく
、より好ましくは８０～３３０℃、更に好ましくは１００～３００℃の範囲にある。
【００４１】
〔偏光板〕
　前記偏光板は、少なくとも、位相差フィルムと、偏光子とを有し、更に必要に応じてそ
の他の部材を有してなる。
【００４２】
－偏光子－
　前記偏光子は、Ｏｐｔｉｖａ　Ｉｎｃ．に代表される塗布型偏光子、又はバインダーと
ヨウ素、もしくは二色性色素とからなる偏光子が好ましい。
　前記ヨウ素及び二色性色素は、バインダー中で配向することで偏光性能を発現する。ヨ
ウ素及び二色性色素は、バインダー分子に沿って配向するか、もしくは二色性色素が液晶
のような自己組織化により一方向に配向することが好ましい。
　現在市販の偏光子は、延伸したポリマーを、浴槽中のヨウ素もしくは二色性色素の溶液
に浸漬し、バインダー中にヨウ素、もしくは二色性色素をバインダー中に浸透させること
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で作製されるのが一般的である。
　また、市販の偏光子は、ポリマー表面から４μｍ程度（両側合わせて８μｍ程度）にヨ
ウ素もしくは二色性色素が分布しており、十分な偏光性能を得るためには、少なくとも１
０μｍの厚みが必要である。浸透度は、ヨウ素もしくは二色性色素の溶液濃度、同浴槽の
温度、同浸漬時間により制御することができる。
　したがって、上記のように、バインダーの厚みの下限は、１０μｍであることが好まし
い。厚みの上限は、偏光板を液晶表示装置に使用した場合に発生する光漏れ現象の観点か
らは、薄ければ薄い程よい。現在市販の偏光板（約３０μｍ）以下であることが好ましく
、２５μｍ以下が好ましく、２０μｍ以下が更に好ましい。前記厚みが２０μｍ以下であ
ると、光漏れ現象は、１７インチの液晶表示装置で観察されなくなる。
【００４３】
　偏光子のバインダーは架橋していてもよい。偏光子のバインダーとして、それ自体架橋
可能なポリマーを用いてもよい。官能基を有するポリマー、又はポリマーに官能基を導入
して得られたポリマーに、光、熱あるいはｐＨ変化を与えて、官能基を反応させてポリマ
ー間を架橋させ、偏光子を形成することができる。
　また、架橋剤によりポリマーに架橋構造を導入してもよい。反応活性の高い化合物であ
る架橋剤を用いてバインダー間に架橋剤に由来する結合基を導入して、バインダー間を架
橋することにより形成することができる。
　架橋は一般に、架橋可能なポリマー、又はポリマーと架橋剤との混合物を含む塗布液を
、支持体上に塗布した後、加熱することにより実施できる。最終商品の段階で耐久性が確
保できればよいため、架橋させる処理は、最終の偏光板を得るまでのいずれの段階で行っ
てもよい。
【００４４】
　上述したように、前記偏光子のバインダーとしては、それ自体架橋可能なポリマーある
いは架橋剤により架橋されるポリマーのいずれも使用することができる。
　前記ポリマーとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例え
ばポリメチルメタクリレート、ポリアクリル酸、ポリメタクリル酸、ポリスチレン、ポリ
ビニルアルコール、変性ポリビニルアルコール、ポリ（Ｎ－メチロールアクリルアミド）
、ポリビニルトルエン、クロロスルホン化ポリエチレン、ニトロセルロース、塩素化ポリ
オレフィン（例えば、ポリ塩化ビニル）、ポリエステル、ポリイミド、ポリ酢酸ビニル、
ポリエチレン、カルボキシメチルセルロース、ポリプロピレン、ポリカーボネート及びそ
れらのコポリマー（例えば、アクリル酸／メタクリル酸共重合体、スチレン／マレインイ
ミド共重合体、スチレン／ビニルトルエン共重合体、酢酸ビニル／塩化ビニル共重合体、
エチレン／酢酸ビニル共重合体）が含まれる。シランカップリング剤をポリマーとして用
いてもよい。
　また、水溶性ポリマー（例えば、ポリ（Ｎ－メチロールアクリルアミド）、カルボキシ
メチルセルロース、ゼラチン、ポリビニルアルコール及び変性ポリビニルアルコール）が
好ましく、ゼラチン、ポリビニルアルコール及び変性ポリビニルアルコールが更に好まし
く、ポリビニルアルコール及び変性ポリビニルアルコールが特に好ましい。
【００４５】
　前記ポリビニルアルコール及び変性ポリビニルアルコールの鹸化度は、７０％～１００
％が好ましく、８０％～１００％がより好ましく、９５％～１００％が更に好ましい。
　前記ポリビニルアルコールの重合度は、１００～５，０００が好ましい。
　前記変性ポリビニルアルコールは、ポリビニルアルコールに対して、共重合変性、連鎖
移動変性あるいはブロック重合変性により変性基を導入して得られる。共重合変性では、
変性基として、ＣＯＯＮａ、Ｓｉ（ＯＨ）３、Ｎ（ＣＨ３）３・Ｃｌ、Ｃ９Ｈ１９ＣＯＯ
、ＳＯ３Ｎａ、Ｃ１２Ｈ２５を導入することができる。連鎖移動変性では、変性基として
、ＣＯＯＮａ、ＳＨ、ＳＣ１２Ｈ２５を導入することができる。
　変性ポリビニルアルコールの重合度は、１００～３，０００が好ましい。変性ポリビニ
ルアルコールについては、特開平８－３３８９１３号公報、特開平９－１５２５０９号公
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報、及び特開平９－３１６１２７号公報に記載がある。
　また、鹸化度が８５～９５％の未変性ポリビニルアルコール、及びアルキルチオ変性ポ
リビニルアルコールが特に好ましい。
　更に、ポリビニルアルコール、及び変性ポリビニルアルコールは、二種以上を併用して
もよい。
【００４６】
　前記架橋剤については、米国再発行特許２３２９７号明細書に記載があり、本発明に用
いることができる。また、ホウ素化合物（例、ホウ酸、硼砂）も、架橋剤として用いるこ
とができる。
　バインダーの架橋剤は、多く添加すると、偏光子の耐湿熱性を向上させることができる
。ただし、バインダーに対して架橋剤を５０質量％以上添加すると、ヨウ素、もしくは二
色性色素の配向性が低下する。前記架橋剤の添加量は、バインダーに対して、０．１質量
％～２０質量％が好ましく、０．５質量％～１５質量％が更に好ましい。
　バインダーは、架橋反応が終了した後でも、反応しなかった架橋剤をある程度含んでい
る。ただし、残存する架橋剤の量は、バインダー中に１．０質量％以下であることが好ま
しく、０．５質量％以下であることが更に好ましい。
　バインダー中に１．０質量％を超える量で架橋剤が含まれていると、耐久性に問題が生
じる場合がある。即ち、架橋剤の残留量が多い偏光子を液晶表示装置に組み込み、長期使
用、あるいは高温高湿の雰囲気下に長期間放置した場合に、偏光度の低下が生じることが
ある。
【００４７】
　前記二色性色素としては、例えばアゾ系色素、スチルベン系色素、ピラゾロン系色素、
トリフェニルメタン系色素、キノリン系色素、オキサジン系色素、チアジン系色素あるい
はアントラキノン系色素が用いられる。二色性色素は、水溶性であることが好ましい。二
色性色素は、親水性置換基（例、スルホ、アミノ、ヒドロキシル）を有することが好まし
い。
　前記二色性色素としては、例えばＣ．Ｉ．ダイレクト・イエロー１２、Ｃ．Ｉ．ダイレ
クト・オレンジ３９、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・オレンジ７２、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・レッド
３９、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・レッド７９、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・レッド８１、Ｃ．Ｉ．ダ
イレクト・レッド８３、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・レッド８９、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・バイオ
レット４８、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・ブルー６７、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・ブルー９０、Ｃ．
Ｉ．ダイレクト・グリ－ン５９、Ｃ．Ｉ．アシッド・レッド３７などが挙げられる。
　前記二色性色素については、特開平１－１６１２０２号公報、特開平１－１７２９０６
号公報、特開平１－１７２９０７号公報、特開平１－１８３６０２号公報、特開平１－２
４８１０５号公報、特開平１－２６５２０５号公報、特開平７－２６１０２４号公報に記
載がある。
【００４８】
　前記二色性色素は、遊離酸、又はアルカリ金属塩、アンモニウム塩、もしくはアミン塩
等の塩として用いられる。二種類以上の二色性色素を配合することにより、各種の色相を
有する偏光子を製造することができる。偏光軸を直交させた時に黒色を呈する化合物（色
素）を用いた偏光子、あるいは黒色を呈するように各種の二色性分子を配合した偏光子又
は偏光板が、単板透過率及び偏光率とも優れており、好ましい。
【００４９】
　前記偏光子は、バインダーからなるフィルムを偏光子の長手方向（ＭＤ方向）に延伸し
た後に、ヨウ素、二色性染料で染色することが好ましい。
【００５０】
　延伸法の場合、延伸倍率は、２．５倍～３０．０倍が好ましく、３．０倍～１０．０倍
がより好ましい。延伸は、空気中でのドライ延伸で実施できる。
　また、水に浸漬した状態でのウェット延伸を実施してもよい。ドライ延伸の延伸倍率は
、２．５倍～５．０倍が好ましく、ウェット延伸の延伸倍率は、３．０倍～１０．０倍が
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好ましい。
　延伸工程は、数回に分けて行ってもよい。数回に分けることによって、高倍率延伸でも
より均一に延伸することができる。
　延伸前に、横あるいは縦に若干の延伸（幅方向の収縮を防止する程度）を行ってもよい
。延伸は、二軸延伸におけるテンター延伸を左右異なる工程で行うことによって実施でき
る。上記二軸延伸は、通常のフィルム製膜において行われている延伸方法と同様である。
【００５１】
　前記偏光板を液晶表示装置に用いる場合には、視認側偏光板の偏光子と液晶セルとの間
、及びバックライト側偏光板の偏光子と液晶セルとの間のいずれか一方には、第１の位相
差フィルムを有し、他方には、第２の位相差フィルムを有し、各位相差フィルムの遅層軸
が直交するように配置される。
　前記偏光子と前記位相差フィルムとの貼り合せには接着剤を用いてもよく、例えば、ポ
リビニルアルコール系樹脂（アセトアセチル基、スルホン酸基、カルボキシル基、オキシ
アルキレン基による変性ポリビニルアルコールを含む）やホウ素化合物水溶液を接着剤と
して用いることができる。これらの中でも、ポリビニルアルコール系樹脂が好ましい。
　前記接着剤層の厚みは、乾燥後に０．０１μｍ～１０μｍが好ましく、０．０５μｍ～
５μｍがより好ましい。
【００５２】
　前記偏光板を液晶表示装置に用いる場合、視認側表面に反射防止層を設置するのが好ま
しく、該反射防止層を偏光子の視認側の保護層と兼用してもよい。
　液晶表示装置の視角による色味変化抑制の観点から、反射防止層の内部ヘイズを５０％
以上にすることが好ましい。これら好ましい具体例としては、特開２００１－３３７８３
号公報、特開２００１－３４３６４６号公報、及び特開２００２－３２８２２８号公報に
記載がある。
【００５３】
　液晶表示装置のコントラスト比を高めるためには、偏光子の透過率は高い方が好ましく
、偏光度も高い方が好ましい。
　本発明の偏光子の透過率は、波長５５０ｎｍの光において、３０％～５０％の範囲にあ
ることが好ましく、３５％～５０％の範囲にあることが更に好ましく、４０％～５０％の
範囲にあることが特に好ましい。
　偏光度は、波長５５０ｎｍの光において、９０％～１００％の範囲にあることが好まし
く、９５％～１００％の範囲にあることが更に好ましく、９９％～１００％の範囲にある
ことが特に好ましい。
【００５４】
〔液晶表示装置〕
　本発明の液晶表示装置は、少なくとも、前記偏光板と、液晶セルとを備え、更に必要に
応じてその他の部材を備えてなる。
【００５５】
　前記液晶セルとしては、例えばＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）、ＩＰＳ（Ｉ
ｎ－Ｐｌａｎｅ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）、ＦＬＣ（Ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑ
ｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）、ＡＦＬＣ（Ａｎｔｉ－Ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑ
ｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）、ＯＣＢ（Ｏｐｔｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｏｒｙ　
Ｂｅｎｄ）、ＳＴＮ（Ｓｕｐｅｒ　Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）、ＶＡ（Ｖｅｒｔ
ｉｃａｌｌｙ　Ａｌｉｇｎｅｄ）、ＨＡＮ（Ｈｙｂｒｉｄ　Ａｌｉｇｎｅｄ　Ｎｅｍａｔ
ｉｃ）などの様々な表示モードの液晶セルを用いることができるが、これらの中でも、Ｖ
Ａモードが特に好ましい。
　ＶＡモードの液晶セルでは、電圧無印加時に棒状液晶性分子が実質的に垂直に配向して
いる。
　ＶＡモードの液晶セルには、（１）棒状液晶性分子を電圧無印加時に実質的に垂直に配
向させ、電圧印加時に実質的に水平に配向させる狭義のＶＡモードの液晶セル（特開平２
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－１７６６２５号公報に記載）に加えて、（２）視野角拡大のため、ＶＡモードをマルチ
ドメイン化した（ＭＶＡモードの）液晶セル（ＳＩＤ９７、Ｄｉｇｅｓｔ　ｏｆ　ｔｅｃ
ｈ．　Ｐａｐｅｒｓ（予稿集）２８（１９９７）８４５記載）、（３）棒状液晶性分子を
電圧無印加時に実質的に垂直配向させ、電圧印加時にねじれマルチドメイン配向させるモ
ード（ｎ－ＡＳＭモード）の液晶セル（日本液晶討論会の予稿集５８～５９（１９９８）
記載）、及び（４）ＳＵＲＶＡＩＶＡＬモードの液晶セル（ＬＣＤインターナショナル９
８で発表）が含まれる。
【実施例】
【００５６】
　以下、本発明の実施例について説明するが、本発明は下記実施例に何ら限定されるもの
ではない。
【００５７】
（製造例１）
－位相差フィルム（１）の作製－
－－バンド流延機によるセルロースアシレートフィルムの製膜－－
（１）セルロースアシレート
　セルロース１００質量部に対して７．８質量部の硫酸、及びカルボン酸を添加し、４０
℃でアシル化反応を行い、その後４０℃で熟成を行った。更にこのセルロースアシレート
の低分子量成分をアセトンで洗浄し除去し、セルローストリアセテートを得た。
【００５８】
（２）溶解
＜１－１＞セルロースアシレート溶液
　下記組成物をミキシングタンクに投入し、攪拌して各成分を溶解し、更に９０℃に約１
０分間加熱した後、平均孔径３４μｍのろ紙及び平均孔径１０μｍの焼結金属フィルター
でろ過した。
－セルロースアシレート溶液－
　・セルロースアシレート・・・１００．０質量部
　・トリフェニルフォスフェイト（ＴＰＰ）・・・８．０質量部
　・ビフェニルジフェニルフォスフェイト（ＢＤＰ）・・・４．０質量部
　・メチレンクロライド・・・４０３．０質量部
　・メタノール・・・６０．２質量部
【００５９】
＜１－２＞マット剤分散液
　次に、上記方法で作成したセルロースアシレート溶液を含む下記組成物を分散機に投入
し、マット剤分散液を調製した。
－マット剤分散液－
　・平均粒径１６ｎｍのシリカ粒子（ａｅｒｏｓｉｌ　Ｒ９７２、日本アエロジル株式会
社製・・・２．０質量部
　・メチレンクロライド・・・７２．４質量部
　・メタノール・・・１０．８質量部
　・セルロースアシレート溶液・・・１０．３質量部
【００６０】
＜１－３＞添加剤溶液
　次に、上記方法で作製したセルロースアシレート溶液を含む下記組成物をミキシングタ
ンクに投入し、加熱しながら攪拌して溶解し、添加剤溶液を調製した。
－添加剤溶液－
　・ＵＶ１：２（２’－ヒドロキシ－３’，５’－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ベン
ゾトリアゾール及びＵＶ２：２（２’－ヒドロキシ－３’，５’－ジ－アミノフェニル）
－５－クロルベンゾトリアゾール・・・２０．０質量部
　・メチレンクロライド・・・５８．３質量部
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　・メタノール・・・８．７質量部
　・セルロースアシレート溶液・・・１２．８質量部
【００６１】
　上記セルロースアシレート溶液を１００質量部、及びマット剤分散液を１．３５質量部
、更にレターデーション発現剤の添加量が２．２質量部となる量の添加剤溶液、並びにト
リフェニルフォスフェート（ＴＰＰ）が７．８質量部、ビフェニルジフェニルフォスフェ
ート（ＢＤＰ）が３．９質量部となる量の可塑剤溶液を混合し、製膜用ドープを調製した
。添加剤の添加割合はセルロースアシレート量を１００質量部とした時の質量部で示した
。
【００６２】
　上述のドープをバンド流延機で流延した。５５％の残留溶剤量でバンドから剥ぎ取った
フィルムを、剥ぎ取りからテンターまでの区間で５％の延伸倍率で縦方向に延伸し、次い
でテンターを用いて４０％の延伸倍率で幅方向に延伸し、横延伸直後７％幅方向に収縮（
緩和）させた後にフィルムをテンターから離脱し、セルロースアシレートフィルムを製膜
した。テンター離脱時のフィルムの残留溶剤量は１２％であった。巻取り部前で両端部を
切り落とし幅２０００ｍｍとし、長さ４０００ｍのロールフィルムとして巻き取った。
【００６３】
＜ΔＲｅ及びΔＲｔｈの測定＞
　作製したセルロースアシレートフィルム（位相差フィルム（１））について、温度２５
℃、湿度６０％ＲＨ環境下で７日間放置した波長５９０ｎｍにおけるＲｅレターデーショ
ン値及びＲｔｈレターデーション値をＫＯＢＲＡ　ＷＲ（王子計測機器株式会社製）で測
定した結果、それぞれＲｅ＝５０ｎｍ、Ｒｔｈ＝１２０ｎｍであった。前記位相差フィル
ムにおいては平均屈折率を１．４８としてＲｔｈ(λ)を算出した。その後温度８０℃、湿
度５％ＲＨ環境下で７日間放置し、再度フィルムのＲｅ、Ｒｔｈを測定した。その結果、
Ｒｅ＝５０ｎｍ、Ｒｔｈ＝１３２ｎｍであった（ΔＲｅ＝０ｎｍ、ΔＲｔｈ＝１２ｎｍ）
。
【００６４】
（製造例２）
－位相差フィルム（２）の作製－
　脂環式オレフィン系樹脂（日本ゼオン株式会社製、ＺＥＯＮＯＲ１４２０Ｒ）を押出成
形して厚さ１００μｍの未延伸フィルムを得た。これを縦一軸延伸機において、給気温度
１４０℃、フィルム膜面温度１３０℃で、延伸倍率３０％で縦延伸した。その後、テンタ
ー延伸機において、給気温度１４０℃、フィルム膜面温度１３０℃で延伸倍率４０％で横
延伸し、巻取り部前で両端部を切り落とし幅１５００ｍｍとし、長さ４０００ｍのロール
フィルムとして巻き取った。二軸延伸したフィルムを作製した。得られたフィルムの厚み
は６０μｍであった。
【００６５】
　作製した位相差フィルム（２）について、温度２５℃、湿度６０％ＲＨ環境下で７日間
放置した波長５９０ｎｍにおけるＲｅレターデーション値及びＲｔｈレターデーション値
はそれぞれＲｅ＝５０ｎｍ、Ｒｔｈ＝１２０ｎｍであった。前記位相差フィルム（３）に
おいては平均屈折率を１．４８としてＲｔｈ(λ)を算出した。その後温度８０℃、湿度５
％ＲＨ環境下で７日間放置し、再度フィルムのＲｅ、Ｒｔｈを測定した。その結果、Ｒｅ
＝５１ｎｍ、Ｒｔｈ＝１０８ｎｍであった（ΔＲｅ＝１ｎｍ、ΔＲｔｈ＝－１２ｎｍ）。
【００６６】
（製造例３）
－位相差フィルム（３）の作製－
＜１－１＞セルロースエステル溶液
　加圧溶解タンクにメチレンクロライドとエタノールを添加し、溶剤の入った加圧溶解タ
ンクにセルロースエステルを攪拌しながら投入した。これを加熱し、攪拌しながら完全に
溶解し、更に可塑剤及び紫外線吸収剤を添加し、溶解させた。これを安積濾紙株式会社製
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の安積濾紙Ｎｏ．２４４を使用してろ過した。
【００６７】
－セルロースエステル溶液－
　・セルロースエステル・・・７３．０質量部
　・下記構造式で表される添加剤１・・・２５．０質量部
【化４】

　・紫外線吸収剤（チヌビン１０９、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ株式会社製）・
・・１．３質量部
　・紫外線吸収剤（チヌビン１７１、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ株式会社製）・
・・０．６質量部
　・メチレンクロライド・・・３００．０質量部
　・エタノール・・・６０．０質量部
　得られたセルロースエステルは、総アシル基置換度２．５、アセチル基置換度１．８、
プロピオニル基置換度０．７であった。
【００６８】
＜１－２＞マット剤分散液
　下記をディゾルバーで５０分間攪拌混合した後、マントンゴーリンで分散を行った。
－微粒子分散液－
　・平均粒径１６ｎｍのシリカ粒子（ａｅｒｏｓｉｌ　Ｒ９７２、日本アエロジル株式会
社製・・・１１．０質量部
　・エタノール・・・８９．０質量部
【００６９】
＜１－３＞メチレンクロライドをいれた溶解タンクに下記セルロースエステルを添加し、
加熱して完全に溶解させた後、これを安積濾紙株式会社製の安積濾紙Ｎｏ．２４４を使用
してろ過した。ろ過後のセルロースエステル溶液を十分に攪拌しながらここに微粒子分散
液をゆっくりと添加した。更にアトライターにて分散を行い、これを日本精線株式会社製
のファインメットＮＦでろ過し、微粒子添加液を調製した。
－微粒子添加液－
　・微粒子分散液・・・１．０質量部
　・メチレンクロライド・・・９９．０質量部
　・セルロースエステル・・・４．０質量部
　上記セルロースエステル溶液を１００質量部と微粒子添加液２質量部となるように加え
て、インラインミキサー(東レ株式会社製、静止型管内混合機　Ｈｉ－Ｍｉｘｅｒ、ＳＷ
Ｊ)で十分に混合した。次いで、ベルト流延装置を用い、幅２ｍのステンレスバンド支持
体に均一に流延した。ステンレスバンド支持体上で、残留溶媒量が１１０％になるまで溶
媒を蒸発させ、ステンレスバンド支持体から剥離した。剥離の差異に張力をかけて縦延伸
倍率が１．０倍となるように延伸した。次いで、テンター延伸開始時の残量溶剤量２０質
量％、温度１３０℃にて幅方向の延伸倍率が１．３倍となるように延伸した。延伸後、そ
の幅を維持したまま数秒間保持し、幅方向の張力を緩和させた後、幅保持を開放し、更に
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１２５℃に設定された乾燥ゾーンで３０分間搬送させて乾燥を行い、位相差フィルム（３
）を作製した。
【００７０】
＜ΔＲｅ及びΔＲｔｈの測定＞
　作製したセルロースエステルフィルム（位相差フィルム（３））について、温度２５℃
、湿度６０％ＲＨ環境下で７日間放置した波長５９０ｎｍにおけるＲｅレターデーション
値及びＲｔｈレターデーション値はそれぞれＲｅ＝５０ｎｍ、Ｒｔｈ＝１２０ｎｍであっ
た。前記位相差フィルム（３）においては平均屈折率を１．４８としてＲｔｈ(λ)を算出
した。その後温度８０℃、湿度５％ＲＨ環境下で７日間放置し、再度フィルムのＲｅ、Ｒ
ｔｈを測定した。その結果、Ｒｅ＝５５ｎｍ、Ｒｔｈ＝１４０ｎｍであった（ΔＲｅ＝５
ｎｍ、ΔＲｔｈ＝２０ｎｍ）。
【００７１】
（製造例４）
－偏光板（１）～（３）の作製－
　厚さ８０μｍのポリビニルアルコール（ＰＶＡ）フィルムを、ヨウ素濃度０．０５質量
％のヨウ素水溶液中に３０℃で６０秒浸漬して染色した。次いで、ホウ酸濃度４質量％濃
度のホウ酸水溶液中に６０秒浸漬している間に元の長さの５倍に縦延伸した後、５０℃で
４分間乾燥させて、厚さ２０μｍの偏光膜を得た。
　作製した各位相差フィルム、及び市販のセルロースアシレートフィルムを、１．５モル
／リットルで５５℃の水酸化ナトリウム水溶液中に浸漬した後、水で十分に水酸化ナトリ
ウムを洗い流した。その後、０．００５モル／リットルで３５℃の希硫酸水溶液に１分間
浸漬した後、水に浸漬し希硫酸水溶液を十分に洗い流した。最後に試料を１２０℃で十分
に乾燥させた。
　前記のように鹸化処理を行った作製した各位相差フィルム、及び市販のセルロースアシ
レートフィルムで偏光膜を挟むようにポリビニルアルコール系接着剤を用いて貼り合せ、
偏光板（１）～（３）を作製した。
　ここで、前記市販のセルロースアシレートフィルムとしては、フジタックＴＤ８０ＵＬ
（富士フイルム株式会社製）を用いた。
【００７２】
（実施例１）
　リア側に偏光板（１）、フロント側に偏光板（２）を、Ｓｏｎｙ社製液晶ＴＶ　ＫＤＬ
－４０Ｊ５０００に吸収軸がクロスニコルになるようにそれぞれ液晶セルの視認側、バッ
クライト側に粘着剤(綜研化学株式会社製、ＳＫ２０５７)を介して貼合せて液晶表示装置
を作製した。
　得られた液晶表示装置について、以下のようにして、黒輝度の視野角特性、及び黒色味
の視野角特性について評価した。結果を表１に示す。
【００７３】
＜表示性能変化の評価＞
　２５℃、６０％ＲＨの環境下でコントラスト測定器（ＥＬＤＩＭ社製、ＥＺＣｏｎｔｒ
ａｓｔ)を用いて、黒輝度の視野角特性、及び黒色味の視野角特性を計測した。その後、
該液晶表示装置を８０℃、５％ＲＨの環境下に７日間入れた後、２５℃、６０％ＲＨの環
境下でコントラスト測定器(ＥＬＤＩＭ社製、ＥＺＣｏｎｔｒａｓｔ)を用いて黒輝度の視
野角特性及び黒色味の視野角特性を計測し、下記基準で評価した。
〔黒輝度の視野角特性の評価基準〕
　　○：極角６０度、方位角４５度の黒輝度変化が３０％未満
　　△：極角６０度、方位角４５度の黒輝度変化が３０％以上５０％未満
　　×：極角６０度、方位角４５度の黒輝度変化が５０％以上
〔黒色味の視野角特性の評価基準〕
　　○：極角６０度、方位角４５度の色味変化（Δｕ’ｖ’）が０．０３未満
　　△：極角６０度、方位角４５度の色味変化（Δｕ’ｖ’）が０．０３以上０．０５未
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　　×：極角６０度、方位角４５度の色味変化（Δｕ’ｖ’）が０．０５以上
【００７４】
（実施例２）
　リア側に偏光板（２）を、フロント側に偏光板（１）をＳｏｎｙ社製液晶ＴＶ　ＫＤＬ
－４０Ｊ５０００に吸収軸がクロスニコルになるようにそれぞれ液晶セルの視認側、バッ
クライト側に粘着剤(綜研化学株式会社製、ＳＫ２０５７)を介して貼合せて液晶表示装置
を作製した。
　次に、得られた液晶表示装置について、実施例１と同様にして、黒輝度の視野角特性、
及び黒色味の視野角特性について評価した。結果を表１に示す。
【００７５】
（実施例３）
　リア側に偏光板（３）を、フロント側に偏光板（２）をＳｏｎｙ社製液晶ＴＶ　ＫＤＬ
－４０Ｊ５０００に吸収軸がクロスニコルになるようにそれぞれ液晶セルの視認側、バッ
クライト側に粘着剤(綜研化学株式会社製、ＳＫ２０５７)を介して貼合せて液晶表示装置
を作製した。
　次に、得られた液晶表示装置について、実施例１と同様にして、黒輝度の視野角特性、
及び黒色味の視野角特性について評価した。結果を表１に示す。
【００７６】
（比較例１）
　リア側に偏光板（１）を、フロント側に偏光板（１）をＳｏｎｙ社製液晶ＴＶ　ＫＤＬ
－４０Ｊ５０００に吸収軸がクロスニコルになるようにそれぞれ液晶セルの視認側、バッ
クライト側に粘着剤(綜研化学株式会社製、ＳＫ２０５７)を介して貼合せて液晶表示装置
を作製した。
　次に、得られた液晶表示装置について、実施例１と同様にして、黒輝度の視野角特性、
及び黒色味の視野角特性について評価した。結果を表１に示す。
【００７７】
（比較例２）
　リア側に偏光板（２）を、フロント側に偏光板（２）をＳｏｎｙ社製液晶ＴＶ　ＫＤＬ
－４０Ｊ５０００に吸収軸がクロスニコルになるようにそれぞれ液晶セルの視認側、バッ
クライト側に粘着剤(綜研化学株式会社製、ＳＫ２０５７)を介して貼合せて液晶表示装置
を作製した。
　次に、得られた液晶表示装置について、実施例１と同様にして、黒輝度の視野角特性、
及び黒色味の視野角特性について評価した。結果を表１に示す。
【００７８】
【表１－１】
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【表１－２】

【産業上の利用可能性】
【００７９】
　本発明の液晶表示装置は、環境温度及び湿度が変化した場合にも液晶セルの両側に配置
する位相差フィルムのＲｅ／Ｒｔｈ変化を足して相殺することにより表示性能の変化を抑
えることができるので、例えばＴＮ、ＩＰＳ、ＦＬＣ、ＡＦＬＣ、ＯＣＢ、ＳＴＮ、ＶＡ
、ＨＡＮなどの様々な表示モードの液晶表示装置に好適である。
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